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（２） 令和５年度多面的機能支払交付金の
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イ 活動組織における自己評価と
        市町村による活動の評価結果について
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施策の評価と連携し、「①活動の実施状況」、「②活動の継続や展開
に向けた取組の実施状況」、「③活動の効果、活動による地域の変化
等」を点検・評価することにより、組織の自己改革と、市町村等からの
指導を適切に誘因する。

目 的

評価項目は、ESGの考え方を活用し次の３つの分野から構成。

①【環境】保全活動の実施状況
②【社会】組織の活動力、地域の安全性、生産性、まとまり（協働）
③【ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ】組織の運営体制の強化、継続性や裾野を広げる取組

評価項目

 活動組織は、基本的に事業計画の 
４年目となる年度に自己評価を実施
し、その結果を市町村へ提出。

 市町村は活動組織の自己評価の報
告に対し評価を行い、必要に応じて
指導・助言。

評価方法

１ 自己評価・市町村評価の概要

自己評価・市町村評価システム

・全国集計の他、各活動組織へのフィードバックを実施。
（県平均・全国平均との比較を含む）

結果の公表等

 市町村は、市町村内の活動の特徴
や効果、課題等の分析を行い、必要
に応じ組織を指導。

 都道府県は、市町村からの報告等を
基に都道府県の取組の特徴や効果、
課題の分析を行うとともに、市町村
へ支援を行う。

 国は施策の評価に活用。

結果の活用（中間評価・施策評価）

１



２ 自己評価・市町村評価結果
（１）活動の実施状況（自己評価）

○ ほとんどの活動項目において、現在は問題なく取り組んでいる（「問題なく取り組んでいる」、又は、「現在、問題なく
取り組んでいるものの、今後負担となる可能性がある」）と回答した組織の割合が８～９割程度を占めている。

○ 「地下水かん養、資源循環に係る活動」などについては、負担となってきている活動組織も見られた。

２

活動の実施状況
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遊休農地の発生防止のための保全管理

施設（水路、農道、ため池）の草刈り、泥上げ等

異常気象時の対応

施設の機能診断、軽微な補修等

生態系保全、水質保全に係る活動

景観形成・生活環境保全に係る活動

地下水かん養、資源循環に係る活動

多面的機能の増進を図る活動

計画策定、とりまとめ等の事務手続き

問題なく取り組んでいる 現在、問題なく取り組んでいるものの、

今後負担となる可能性がある

負担となってきている

N＝3,198

全組織(5,327組織)を対象に集計
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○ 評価対象組織における年間延べ活動参加者数は平均約300人で、「変化なし」と回答した組織が54％と最も多いが、
減少傾向の組織割合が増加傾向の組織割合を上回っている。

○ 年間の話合い等の回数は平均５回で、「変化なし」と回答した組織が77％と最も多いが、減少傾向の組織割合が増
加傾向の組織割合を上回っている。

○ 年間延べ活動参加者数、話合い等の回数とも、新型コロナウィルス感染症による影響により、令和２、３年度は令和
元年度から減少したが、話合い等の回数については令和元年度の水準まで回復している。

○ 活動参加者の年齢構成（調査対象組織別割合の平均）を見ると、65歳～74歳が最も多く44％、次いで40～64歳が
31％となっている。役員等については、 65歳～74歳が51％、40～64歳が31％で、39歳以下は１％となっている。

３

年間延べ活動参加者数の推移 年間の話合い等の回数の推移 活動参加者の年齢構成

役員等の年齢構成

N＝5,322 N＝5,327

N＝5,327

N＝5,326

320 
297 297 299 296 

0

100

200

300

400

R1 R2 R3 R4 R5

延
べ

参
加
者
数
（
人

/
年
）

5.3
5.1 5.0 5.2 5.3

0

1

2

3

4

5

6

R1 R2 R3 R4 R5

話
合

い
の
回
数
（
回

/
年
）

7% 77% 16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

話合い等の回数

増加傾向 変化なし 減少傾向

２ 自己評価・市町村評価結果
（１）活動の実施状況（自己評価）

N＝4,679 N＝4,701



○ 機能診断・補修技術等の習得、習得者の確保については、「研修等により問題なく確保できている」と回答した組織
は61％を占めているが、「確保が難しくなってきている」と回答した組織も８％見られる。

○ 作業の安全対策については、問題なく作業を実施している組織が78％を占めている。

○ 防災・減災への取組（田んぼダム、体制整備等）、鳥獣被害対策等、地域の安全性向上に係る活動に取り組んでい
る組織は約６割を占めており、取組予定を含めると7割以上を占めている。一方で、取組が困難としている組織も26％
見られる。

防災・減災への取組（田んぼダム、体制整備等）、
鳥獣被害対策等、地域の安全性向上に係る取組

機能診断・補修技術等の習得、習得者の確保

作業安全対策

４
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全組織(11,250組織)を対象に集計

２ 自己評価・市町村評価結果
（１）活動の実施状況（自己評価）
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活動内容や生態系や水質、景観形成活動等の状況の公表

植栽等の景観形成活動の公表（看板、ホームページ等）

活動の振り返りによる活動参加者間での取組成果の共有

自然と調和した農業との連携、促進

農業者と非農業者の連携、協働

行政や他の活動組織等との情報交換、連携

異常気象への対応や防災・減災への取組に

関する情報発信・情報共有、意識啓発

活動内容の広報等による構成員以外の方の

関心の誘発、新たな活動参加者の取り込み

組織運営や事務を担う人材の育成

学校教育との連携や若い世代及び女性の参加等

による多世代に渡る取組の実施

取組の継続に向けた組織体制の検討（役員構成、

女性や非農家等の参画、世代交代、広域化、事務委託等）

発展の段階（ステップ０～ステップ５）の繰り返し
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積極的に取り組んでいる 取り組んでいる 取り組んでいるが、問題がある 取り組んでいない

○ 活動の継続や展開に向けた取組のうち、「積極的に取り組んでいる」、または「取り組んでいる」と回答した組織割合
が高い活動は、「活動の振り返りによる活動参加者間での取組成果の共有」、「農業者と非農業者の連携、協働」及び
「行政や他の活動組織等との情報交換、連携」である。

○ 一方、「取り組んでいない」と回答した組織割合が高い活動は、「活動内容や生態系や水質、景観形成活動等の状
況の公表」、「植栽等の景観形成活動の公表」、「自然と調和した農業との連携、促進」、「活動内容の広報等による構
成員以外の方の関心の誘発、新たな活動参加者の取り込み」及び「学校教育との連携や若い世代及び女性の参加等
による多世代に渡る取組の実施」で、外部への働きかけを行う活動が多く、今後の取組が望まれる。

５

活動の継続や展開に向けた取組の実施状況

資源向上（共同）に取り組む3,626組織について集計

２ 自己評価・市町村評価結果
（２）活動の継続や展開に向けた取組の実施状況（自己評価）
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かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる 効果がある、効果が現れる見込みがある あまり効果はない 全く効果はない

２ 自己評価・市町村評価結果
（３）活動の効果、活動による地域の変化等(自己評価・市町村評価)

○ 本交付金への取組が、 「水路・農道等の地域資源の適切な保全、遊休農地発生の防止」、「地域の環境の保全・向
上」に対し、「かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる」、「効果がある、効果が現れる見込みがある」と回答した
組織、市町村の割合は９割を超え、「施設の破損、故障や溢水による農業生産や地域への被害抑制」についても８割
を超えている。

○ 「非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者や法人等の負担軽減」、「農業者の営農意欲の維持、向上」
については、 「かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる」、「効果がある、効果が現れる見込みがある」と回答し
た組織、市町村の割合は６～７割程度を占めている。

６

活動の効果、活動による地域の変化等（環境、社会）

資源向上（共同）に取り組む3,626組織について集計

水路・農道等の地域
資源の適切な保全、
遊休農地の発生防止
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施設の破損、故障や
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による被害の抑制・防止、
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の参加による担い手農業
者や法人等の負担軽減

農業者の営農意欲の維持、
向上

非農業者の地域農業や農
業用水、農業用水利施設
等への理解醸成
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かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる 効果がある、効果が現れる見込みがある あまり効果はない 全く効果はない

○ 本交付金への取組は、 「水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化」、「地域住民の
地域資源や農村環境の保全への関心の向上」、「異常気象への対応や防災・減災への関心の向上」、「話合いや活動
機会の増加による地域コミュニティの活性化」に対し、「かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる」、「効果がある、
効果が現れる見込みがある」と回答した組織、市町村の割合は、６～７割を占めている。

○ 波及的な効果である「担い手の確保」、「農地の利用集積」に対し「かなり効果がある、かなりの効果が見込まれる」、
「効果がある、効果が現れる見込みがある」と回答した組織、市町村の割合は約６割を占めているが、「６次産業化や
農産物の高付加価値化」は３割以下にとどまっている。

７

活動の効果、活動による地域の変化等（ガバナンス、波及的な効果）

資源向上（共同）に取り組む3,626組織について集計

２ 自己評価・市町村評価結果
（３）活動の効果、活動による地域の変化等(自己評価・市町村評価)

水路・農道等の地域
資源を保全管理する
人材の確保等、管理
体制の強化

地域住民の地域資源
や農村環境の保全へ
の関心の向上

異常気象への対応や
防災・減災への関心
の向上

各種団体や非農業者
等の参画の促進

話し合いや活動機会
の増加による地域コ
ミュニティの活性化

担い手の確保

農地の利用集積

６次産業化や農産物
の高付加価値化



7%

13%

16%

32%

39%

36%

13%

14%

16%

48%

35%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

活動内容や生態系や水質、景観形成活動等の状況の公表

29%

34%

39%

62%

59%

56%

8%

6%

5%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

地域の環境の保全・向上

6%

8%

11%

28%

35%

34%

37%

31%

36%

30%

25%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

活動内容の広報等による構成員以外の方の関心の誘発、新たな活動参加者

の取り込み

13%

14%

18%

42%

45%

46%

26%

23%

23%

19%

18%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

異常気象への対応や防災・減災への取組に関する情報発信・情報共有、意識啓発

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる 取り組んでいるが問題がある 取り組んでいない

8%

13%

15%

57%

58%

59%

30%

26%

24%

4%

4%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上

12%

15%

16%

50%

50%

52%

33%

29%

29%

6%

7%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

異常気象への対応や防災・減災への関心の向上

かなり効果あり 効果あり あまり効果なし 全く効果なし

○資源向上（共同）に取り組む組織のうち、増進活動に取り組む組織は、増進活動に取り組んでいない組織と比較して
活動の継続や展開に向けた取組に「積極的に取り組んでいる」、または「取り組んでいる」と回答した組織割合が高い。

○同様に、増進活動に取り組む組織は、増進活動に取り組んでいない組織と比較して、活動により、「かなり効果がある、
かなりの効果が見込まれる」、「効果がある、効果が現れる見込みがある」と回答した組織割合が高い。

８資源向上（共同）に取り組む3,626組織について集計
（増進活動取組なし：N＝789 増進活動１項目：N＝2,153 増進活動２項目以上：N＝684）

増進活動実施なし／１項目／２項目以上で有意差あり

活動の継続や展開に向けた取組の実施状況

２ 自己評価・市町村評価結果
 （４）増進活動による効果(自己評価)

活動の効果、活動による地域の変化等



5%

7%

9%

27%

34%

33%

47%

41%

45%

21%

18%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

取組の継続に向けた組織体制の検討

（役員構成、女性や非農家等の参画、世代交代、広域化、事務委託等）

10%

9%

13%

40%

45%

47%

41%

36%

34%

8%

10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

各種団体や非農業者等の参画の促進

5%

6%

9%

28%

33%

32%

46%

44%

46%

22%

18%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

組織運営や事務を担う人材の育成

12%

14%

17%

55%

55%

55%

29%

28%

25%

4%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化

6%

7%

11%

21%

23%

25%

29%

27%

29%

45%

43%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

学校教育との連携や若い世代及び女性の参加等による多世代に渡る取組の実施

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる 取り組んでいるが問題がある 取り組んでいない

13%

15%

18%

51%

56%

57%

31%

25%

24%

5%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増進活動取組なし

増進活動１項目

増進活動２項目以上

話合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化

かなり効果あり 効果あり あまり効果なし 全く効果なし

資源向上（共同）に取り組む3,626組織について集計
（増進活動取組なし：N＝789 増進活動１項目：N＝2,153 増進活動２項目以上：N＝684）

増進活動実施なし／１項目／２項目以上で有意差あり

活動の継続や展開に向けた取組の実施状況

２ 自己評価・市町村評価結果
 （４）増進活動による効果(自己評価)

活動の効果、活動による地域の変化等

９



○ 活動組織の活動状況等に対する市町村評価において、約９割の活動組織を適当（ 「優良」 又は「適当」）と評価して
いる。一方、「指導又は助言が必要」な組織は11％、体制の見直し等へのフォローが必要な組織は1％となっている。

○ 今後の活動を継続していく上での課題や市町村にアドバイスを求めることに関する自由回答を見ると、「リーダーの
育成、世代交代等」に関する記載が最も多く18％、次いで「事務負担」に関する記載が12％ 、「組織運営、体制」に関
する記載が9％となっている。

○ 活動組織の自己評価や今後の活動に関する記載（自由回答）に対し、市町村がアドバイスを行っている例も見られ、
新たな自己評価・市町村評価が持つ活動組織と市町村間のコミュニケーションツールとしての機能が期待される。

10

市町村総合評価

２ 自己評価・市町村評価結果
 （５）市町村総合評価、活動組織の課題等とそれに対する市町村のアドバイス等

優良

4%

適当

84%

指導又は助

言が必要

11%

体制の見直

し等への

フォローが

必要

1%

全組織(5,327組織)を対象に集計

今後の活動について（活動組織）

18%

12%

9%

6%

5%

5%

4%

3%

2%

0% 5% 10% 15% 20%

リーダーの育成、世代交代等

事務負担軽減

組織運営

施設の老朽化

非農業者の参加促進、広報等

広域化、連携

他組織の事例

鳥獣被害

安全

記載した組織割合

今後の活動内容や組織体制等の展望や活動を継続していく上での課題、
市町村にアドバイスしてもらいたいことについて記入してください。



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
 （１）地域ブロック別(自己評価)

○地域ブロック別の状況を見ると、北海道は、社会、ガバナンスの項目の値が高く、環境の項目は相対的に低調である。
認定農用地面積規模による差が小さい。

○東北は、活動実施状況（社会）、継続等に向けた取組（ガバナンス）を除き、概ね偏差値50以上となっている。小規模
組織（～20ha）の継続等に向けた取組（ガバナンス）の値が低い。

○関東は、50ha以上規模の活動組織の環境の値が高い。いずれの規模も活動実施状況（社会、ガバナンス）を除き偏
差値50以上となっている。

11資源向上（共同）に取り組む活動組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

東北

～20ha

N=349

20～50ha

N=973

50～200ha

N=1,093

200ha～

N=182

-

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

関東

～20ha 

N=320

20～50ha 

N=540

50～200ha 

N=529

200ha～ 

N=82

-

注1：グラフの値は、各設問の選択肢別回答割合を基に、資源向上（共同）に取り組む全活動組織の平均が50になるよう各選択肢に重みづけを行い、分野別（活動実施状況（環
境）等）の平均値を算出したのち、平均50、標準偏差10に標準化した値（偏差値）である。黒の太線は偏差値50を示している。
注2：北海道は他のブロックと認定農用地面積規模の区分が異なる。また、対象となる土地改良施設が異なるとともに、認定農用地面積規模が大きい草地型を除いている。

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

北海道

～200ha 

N=140

200～500ha 

N=189

500～3,000ha 

N=185

-

地域ブロックごとの認定農用地面積規模別自己評価



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
 （１）地域ブロック別(自己評価)

○北陸は、いずれの規模も活動実施状況（ガバナンス）の値が高いが、他の項目は概ね偏差値50程度となっている。

○東海は、200ha以上を除く活動組織の偏差値が概ね50以下で、小規模（～20ha）の評価が低い。

○近畿は 、50ha～200ha規模の値が高く、特にガバナンスの値が高くなっている。一方、～20ha、20～50ha規模は評価
が低い。

12資源向上（共同）に取り組む活動組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

北陸

～20ha 

N=487

20～50ha 

N=649

50～200ha 

N=323

200ha ～

N=104

-

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

東海

～20ha 

N=267

20～50ha 

N=223

50～200ha 

N=103

200ha ～

N=23

-

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

近畿

～20ha 

N=967

20～50ha

N=957

50～200ha 

N=256

200ha ～

N=21

-

注1：グラフの値は、各設問の選択肢別回答割合を基に、資源向上（共同）に取り組む全活動組織の平均が50になるよう各選択肢に重みづけを行い、分野別（活動実施状況（環
境）等）の平均値を算出したのち、平均50、標準偏差10に標準化した値（偏差値）である。黒の太線は偏差値50を示している。

地域ブロックごとの認定農用地面積規模別自己評価



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
 （１）地域ブロック別(自己評価)

○中国四国では、50～200ha規模は概ね偏差値50以上となっているが、～20ha、20～50ha規模は評価が低い。

○九州は20～50ha、50～200haの差が小さく、社会（継続等に向けた取組、効果）及びガバナンス（継続等に向けた取組、
効果）の値が高い。小規模（～20ha）組織も活動実施状況（環境、ガバナンス）を除き、概ね偏差値50となっている。

○沖縄は、 環境（活動実施状況及び継続等に向けた取組）以外は高い値を示しており、特に社会（継続等に向けた取
組）、ガバナンス（活動実施状況、継続等に向けた取組）が高い。

13資源向上（共同）に取り組む活動組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

中国四国

～20ha 

N=956

20～50ha 

N=658

50～200ha 

N=243

200ha ～

N=63

-

44.0

46.0

48.0

50.0

52.0

54.0

56.0

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

九州

～20ha 

N=577

20～50ha 

N=913

50～200ha 

N=470

200ha ～

N=107

-

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた

取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた

取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた

取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

沖縄

N＝27 -

注1：グラフの値は、各設問の選択肢別回答割合を基に、資源向上（共同）に取り組む全活動組織の平均が50になるよう各選択肢に重みづけを行い、分野別（活動実施状況（環
境）等）の平均値を算出したのち、平均50、標準偏差10に標準化した値（偏差値）である。黒の太線は偏差値50を示している。
注2：沖縄は活動組織数が少ないため、認定農用地面積規模の区分を行っていない。

地域ブロックごとの認定農用地面積規模別自己評価



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
 （２）組織形態別(自己評価)

○組織形態としては、「活動組織」と「広域活動組織」に区分される。「活動組織」のみを抽出して認定農用地面積規模別
の評価結果を整理すると、活動実施状況（ガバナンス）を除き、200ha以上の大規模組織の値が、それ以下の規模の
組織の値を上回っている。

○広域活動組織を含む評価結果を整理すると値が低くなるため、広域活動組織の評価が低くなっていることがわかる。
原因としては、①広域活動組織は活動組織の統合によって設立されることが多く、広域活動組織の自己評価結果は、
小規模組織の集合体という側面を有する部分があること、②統合後の組織体制の確立には時間を要することなどが
要因としてあげられる。

○そのため、各広域活動組織が抱える課題に対し、フォローアップしていくことが重要と考えられる。

14資源向上（共同）に取り組む活動組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

都府県

（広域活動組織を含む）

～20ha

N=3,924

20～50ha

N=4,915

50～100ha

N=2,189

100～200ha

N=840

200ha～

N=594

-

注1：グラフの値は、各設問の選択肢別回答割合を基に、資源向上（共同）に取り組む全活動組織の平均が50になるよう各選択肢に重みづけを行い、分野別（活動実施状況（環
境）等）の平均値を算出したのち、平均50、標準偏差10に標準化した値（偏差値）である。黒の太線は偏差値50を示している。

44

46

48

50

52

54

56

活動実施状況

(環境)

継続等に向けた取組

(環境)

効果

(環境)

活動実施状況

(社会)

継続等に向けた取組

(社会)

効果

(社会)

活動実施状況

(ガバナンス)

継続等に向けた取組

(ガバナンス)

効果

(ガバナンス)

都府県

（活動組織のみ）

～20ha

N=3,924

20～50ha

N=4,901

50～100ha

N=2,172

100～200ha

N=777

200ha～

N=156

-

組織形態別の認定農用地面積規模別自己評価



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
（３）認定農用地面積規模別(自己評価)

○ 認定農用地面積規模別にみると、いずれの項目も、50ha未満の小規模組織は自己評価が低い傾向が示されている。
特に活動の継続や展開に向けた取組の評価が低い。これは、人口減少や高齢化等により人材確保が難しいことに起
因していることが想定される。そのため、県、市町村等の支援により地区外との連携を図るとともに、委託等による活
動組織の体制強化の取組を推進する必要がある。

15資源向上（共同）に取り組む都府県の12,462組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）
（～20ha：N＝3,924 20～50ha：N＝4,915 50～100ha：N＝2,189 100～200ha：N＝840 200ha～：N＝594）
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41%
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11%

11%

10%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha
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計画策定、とりまとめ等の事務手続き（ガバナンス）

問題なく取り組んでいる 現在問題なく取り組んでいるものの

今後負担となる可能性がある
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32%

39%
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17%
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11%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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活動内容や生態系や水質、景観形成活動等の状況の公表（環境）
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46%

41%

39%
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17%

16%

13%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha
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取組の継続に向けた組織体制の検討（ガバナンス）

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる

取り組んでいるが、問題がある 取り組んでいない

11%

13%

16%

21%

25%

50%

53%

52%

54%

56%

23%

20%

19%

14%

13%

16%

14%

13%

11%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha

20-50ha
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行政や他の活動組織等との情報交換、連携（社会）

活動の実施状況 活動の継続や展開に向けた取組の実施状況



３ 自己評価・市町村評価結果の分析
 （３）認定農用地面積規模別(自己評価)

○認定農用地面積規模が大きいほど評価が高い項目と、100～200ha規模の評価が高い項目に区分される。

○200ha以上の活動組織では、活動参加者や話合い等の回数が減少している組織の割合が200ha未満の活動組織より
高く、施設の草刈り、泥上げ等が今後負担となる可能性があると回答した組織割合も50～200ha規模の活動組織と比
較して高い。
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施設（水路、農道、ため池）の草刈り、泥上げ等（環境）
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今後負担となる可能性がある

負担となってきている
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10%
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28%
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29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha

20-50ha

50-100ha

100-200ha
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自然と調和した農業との連携、促進（環境）
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7%
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8%

27%

31%

34%

36%

37%

49%

48%

45%

43%

40%

21%

15%

14%

13%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha

20-50ha

50-100ha

100-200ha

200ha-

組織運営や事務を担う人材の育成（ガバナンス）

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる

取り組んでいるが、問題がある 取り組んでいない

23%

26%

28%

28%

27%

52%

54%

51%

53%

53%

20%

17%

17%

16%

18%

5%

3%

4%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha

20-50ha

50-100ha

100-200ha

200ha-

農業者と非農業者の連携、協働（社会）

5%

6%

6%

8%

7%

77%

76%

75%

76%

71%

18%

18%

19%

17%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

-20ha

20-50ha

50-100ha

100-200ha

200ha-

話合い等の実施状況（ガバナンス）

増加傾向 変化なし 減少傾向

資源向上（共同）に取り組む都府県の12,462組織について集計（令和５年度、令和６年度調査）（～20ha：N＝3,924 20～50ha：N＝4,915 50～100ha：N＝2,189 100～200ha：N＝840 200ha～：N＝594）

活動の実施状況 活動の継続や展開に向けた取組の実施状況



（参考）自己評価・市町村評価の評価項目

①活動の実施状況
（自己評価）

②活動の継続や展開に向けた取組の実施状況
（自己評価）

③活動の効果、活動による地域の変化等
（自己評価・市町村評価）

【環境】
保全活動の
実施状況

 遊休農地の発生防止のための保全管理

 施設（水路、農道、ため池）の草刈り、泥上げ等

 施設の機能診断、軽微な補修等

 生態系保全、水質保全に係る活動

 景観形成・生活環境保全に係る活動

 地下水かん養、資源循環に係る活動

 増進活動（遊休農地の有効活用等）※

 活動内容や生態系や水質等の状況の公表

 植栽等の景観形成活動の公表（看板、ホームペー
ジ等）

 自然と調和した農業との連携、促進

 活動の振り返りによる活動参加者間での取組成果
の共有

 水路・農道等の地域資源の適切な保全、
遊休農地の発生防止

 地域の環境の保全・向上

【社会】
組織の活動力、
地域の安全性、
生産性、まとまり

 異常気象時の対応

 防災・減災、鳥獣被害対策等、地域の安全性向
上に係る取組

 増進活動（防災・減災力の強化等）※

 活動参加者の増減

 活動参加者の高齢化の状況

 機能診断・補修技術等の習得、習得者の確保

 作業安全対策の実施

 農業者と非農業者の連携、協働

 行政や他の活動組織等との情報交換、連携

 異常気象への対応や防災・減災、鳥獣被害対策等
への取組に関する情報発信・情報共有、意識啓発

 施設の破損、故障や溢水等による農業生
産や周辺地域への被害抑制

 自然災害や二次災害等による被害の抑
制・防止、復旧の迅速化

 非農業者等の共同活動への参加による担
い手農業者や法人等の負担軽減

 農業者の営農意欲の維持、向上

 非農業者の地域農業や農業用水、農業用
水利施設等への理解醸成

【ガバナンス】
組織の運営体制
の強化、継続性
や裾野を広げる
取組

 計画策定、とりまとめ等の事務手続き

 話合い等の実施

 役員等の高齢化の状況

 増進活動（農村コミュニティの強化）※

 活動内容の広報等による構成員以外の方の関心
の誘発、新たな活動参加者の取り込み

 組織運営や事務を担う人材の育成

 学校教育との連携や若い世代及び女性の参加等
による多世代に渡る取組の実施

 取組の継続に向けた組織体制の検討（役員構成、
女性や非農家等の参画、世代交代、広域化、事務
委託等）

 「話合いの場を持つ－地域の現状や目標の共有－
課題の整理－方法等の検討－計画策定－実践－
振り返りー新たな目標の共有」の繰り返し

 水路・農道等の地域資源を保全管理する
人材の確保等、管理体制の強化

 地域住民の地域資源や農村環境の保全
への関心の向上

 異常気象への対応や防災・減災への関心
の向上

 各種団体や非農業者等の参画の促進

 話合いや活動機会の増加による地域コミュ
ニティの活性化

波及効果
（市町村のみ）

 担い手の確保

 農地の利用集積

 ６次産業化や農産物の高付加価値化

17

自己評価・市町村評価項目

※令和３年度試行調査結果等を受けて追加



（参考）ESGの考え方を活用した自己評価・市町村評価の構成

○ ESGは、環境（Environment）、社会（Society）、統治（ガバナンス）（Governance）の頭文字で、ESGに配慮することは
企業が長期的に成長していくために必要であり、ESGに配慮した企業に投資することが、持続可能な社会につながる
という考え方に基づいている。

○ また、SDGsは様々な取組の「ゴール」を示すものであるのに対し、ESGは主に様々な取組の「プロセス」に着目するも
のであり、ESGはSDGｓの達成、持続可能な社会の実現を目指している。

○ 本交付金においても、ESGに配慮した取組を行うことが、持続可能な農業、持続可能な地域の実現につながると考え
られる。

分 野
ESGの

主要な要素（課題）

本交付金の活動

自己評価・市町村評価項目

環 境

自然環境への配慮

・気候変動
・生物多様性
・資源効率性 等

保全活動の実施状況

 保全活動の実施状況
 活動内容や生態系や水質等の状況の公表
 活動の振り返りによる活動参加者間での取組成果の共有 等

社 会

社会的な課題の解決に
向けた取組

・人的資本（健康や教育）
・安全・衛生等
・地域社会との関係 等

組織の活動力、地域の安全性、生産性、まとまり（協働）

 活動参加者の増減
 農業者と非農業者の連携、協働
 異常気象時の対応
 異常気象への対応や防災・減災への取組に関する情報発信・情報共有、意識啓発 等

ガバナンス

組織の持続的な成長や
中長期的な収益に

つながる取組

・統治
・透明性
・制度の頑健性 等

組織の運営体制の強化、継続性や裾野を広げる取組

 計画策定、とりまとめ等の事務手続き
 話合い等の実施状況
 組織運営や事務を担う人材の育成
 学校教育との連携や若い世代及び女性の参加等による多世代に渡る取組の実施等

資料）ESGの主要な要素：「債権投資への環境・社会・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ（ESG）要素の統合」GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）と世銀グループ共同研究報告書（2018年４月） を
基に整理

ESGの考え方を活用した自己評価・市町村評価の構成
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（参考）自己評価・市町村評価 調査票（１/３）
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（参考）自己評価・市町村評価 調査票（２/３）
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（参考）自己評価・市町村評価 調査票（３/３）
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（参考）自己評価・市町村評価 調査結果提示様式

注）提示様式中の数値等は、本年度査における最頻値（活動参加者数等の数値回答については平均値）を示している。

ガバナンス環 境

社 会

社 会

環 境

社 会

ガバナンス

環 境

社 会

ガバナンス
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